令和２年６月２６日（金）
小平市地域自立支援協議会　
第１回全体会　（資料６）


小平市障がい者福祉計画、第六期小平市障害福祉計画及び第二期小平市障害児福祉計画策定の
基本方針について
１　計画策定の背景

　　平成２３年８月に障害者基本法が改正され、障がいの有無にかかわらず人格と個性を尊重する共生社会の実現をめざすことが掲げられ、また、平成２５年４月には、障害者自立支援法が障害者基本法の趣旨を踏まえ「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（障害者総合支援法）」として改正施行された。

　　平成２８年４月には障がいを理由とする差別の解消の推進に関する基本的事項や、国や地方公共団体等と民間事業者における差別を解消するための措置などについて定めた「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（障害者差別解消法）」が施行された。また、同年６月には障害者総合支援法が改正され、障がい者が自ら望む地域生活を営むことができるよう「生活」と「就労」に関する支援の一層の充実を図るとともに、児童福祉法の一部改正により、障がい児支援のニーズの多様化にきめ細かく対応するための支援の充実を図ることとし、いずれも平成３０年４月から施行された。
小平市では、平成２７年３月に「小平市障がい者福祉計画」（平成２７年度～令和２年度）を、平成３０年３月には、「第五期小平市障害福祉計画」及び「第一期小平市障害児福祉計画」（平成３０年度～令和２年度）を策定し、計画的な障がい者施策の推進を図っている。

令和２年度には、現行の３計画の計画期間が終了となることから、これまでの計画の進捗状況及び数値目標の達成状況を検証し、国の計画・基本指針や都の計画、近年行われた制度改革を踏まえ、「小平市障がい者福祉計画」、「第六期小平市障害福祉計画」及び「第二期小平市障害児福祉計画」を策定するものとする。

２　計画の位置づけ
　　本計画の位置づけは、次のとおりである。また、計画の策定に当たっては、現在策定を進めている「（仮称）小平市第四次長期総合計画」や「小平市第四期地域保健福祉計画」及びその各分野別計画と整合性を図るものとする。
なお、小平市障がい者福祉計画、小平市障害福祉計画及び小平市障害児福祉計画は一体的に策定する。
(1) 小平市障がい者福祉計画

障害者基本法第１１条第３項に基づく「市町村障害者計画」に相当し、障害福祉サービスの提供体制の整備だけでなく、保健・医療・教育・社会参加・災害時の支援など、小平市の障がい者施策の総合的な展開・推進を図るための計画として位置づけられる。
(2) 小平市障害福祉計画
障害者総合支援法第８８条第１項に基づく「市町村障害福祉計画」に相当し、障害福祉サービス及び相談支援などの提供体制の確保に関する事項等を定める、「小平市障がい者福祉計画」の実施計画として位置づけられる。

(3) 小平市障害児福祉計画
児童福祉法第３３条の２０第１項に基づく「市町村障害児福祉計画」に相当し、障害児通所支援及び障害児相談支援の提供体制の確保に関する事項等を定める、「小平市障がい者福祉計画」の実施計画として位置づけられる。
３　計画対象期間
 (1) 小平市障がい者福祉計画

令和３年度から令和８年度までの６年間
(2) 第六期小平市障害福祉計画及び第二期小平市障害児福祉計画
令和３年度から令和５年度までの３年間
４　計画策定体制
(1) 小平市障がい者福祉計画・第六期小平市障害福祉計画・第二期小平市障害児福祉計画検討委員会の設置

計画の策定にあたり、市民参加の推進を図る観点から公募市民、学識経験者及び関係機関代表等により構成される検討委員会を設置し、計画案の検討を行う。
(2) 庁内体制の確保

① 計画策定調整会議

関係する部局の連携を図るため、「小平市障がい者福祉計画・第六期小平市障害福祉計画・第二期小平市障害児福祉計画策定調整会議」を設置する。

② ワーキングチーム

計画策定調整会議に、「ワーキングチーム」を置く。ワーキングチームは関係各課の職員をもって編成し、関係業務内容の整理・集約・分析等、素案づくりに必要な業務を行う。
(3) 市民からの意見・要望等の収集

① アンケート調査の実施
令和元年度にニーズを把握するためアンケート調査を実施し、計画策定の基礎資料とする。当該調査は、市内在住の身体障害者手帳・愛の手帳・精神障害者保健福祉手帳の所持者等及び発達障がいのある者（発達障がいと思われる者も含む）を対象とする。
② 市民意見公募手続及び市民懇談会の実施

計画の素案に対し、市民意見公募手続（パブリックコメント手続）及び市民懇談会を実施し、広く市民の意見や要望等を収集する。
(4) 小平市地域自立支援協議会への意見聴取

計画案の策定に当たり、小平市地域自立支援協議会へ報告し、意見を聴取するものとする。
５　計画策定上の留意事項

(1) 市議会への報告
計画策定に当たっては、基本方針の策定及び市民意見公募手続（パブリックコメント手続）の実施の際等、適宜、市議会に対し報告を行う。

(2) 情報の公開

市ホームページ等により、検討委員会の会議要録の公表を行うとともに、計画案（素案）に係る市民意見公募（パブリックコメント）及び市民懇談会の結果の公表を行う。

６　計画策定スケジュール概要

別紙のとおり
